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第45回定期大会

議  事

Ⅰ．報告事項
(1) 一般経過報告
(2) 闘争経過報告
(3) 2006年度会計決算報告
(4) 2006年度会計監査報告
(5) 特別報告「総合プロジェクト会議答申」

Ⅱ．審議事項
(1) 2007-08年度運動方針
(2) 2006年度一般会計剰余金処分
(3) 2007年度会計予算
(4) 役員の改選
(5) 顧問の委嘱

　金属労協は第45回定期大会を2006年９月5日(火)
午前 10時より東京・ホテルラングウッドで開催します。
　今大会では、2007-08 年度運動方針や役員改選を審
議、決定します。また、特別報告として、総合プロジェ
クト会議答申を確認します。
　今号では、大会議案特集として2007-08年度運動方
針（案）のダイジェストを掲載します。

第 12 回ＩＭＦ－ＪＣ・北欧産業労連定期協議（2006 年５月 23-24 日、東京）
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運動推進にあたっての基本的考え方と重点課題

●景気は回復基調、但し格差拡大で２極化現象が顕著に

90 年代から始まった市場経済の急激な世界的拡大は、多

くの産業においてこれまでにない競争の激化を招いており、

企業の収益力に大きな違いが出るなど、世界経済は地域や

国ごと、あるいは各々の国内においても、様々な格差が拡

大するなどの２極化現象が顕著となっています。

日本も同様で、いざなぎ景気に迫る回復の歩みを続け、本

来的な成長軌道を取り戻しつつあるものの、原油価格の高

騰や長期金利が上昇局面を迎えているなどの先行き懸念が

あることに加え、未だに経済・社会全体に成果がいきわたっ

ていない実態にあります。一方、政府「規制改革・民間開

放推進会議」による雇用・労働の法制面を含む見直しの推

進は、格差の拡大を助長するものとなっており、医療費・

社会保障などの負担増は、勤労者の将来不安を強める大き

な要因となっています。

●雇用・労働形態にも大きな変化

この傾向は、雇用面にも現われています。完全失業率は４％

台前半にまで改善、新卒者に対する求人も久方振りに増加に

転じています。しかし、全就業者に占めるパート・派遣・請

負労働者の割合は、すでに30％を超えているだけでなく、外

国人労働者も多くなっています。加えて、2007年問題を目前

に控え、金属産業は技術・技能の継承・育成をどのように進め、

競争力を維持・強化するかの対応が必要となっています。

また、厚生労働省は、ホワイトカラーを中心とした労働時

間法制のあり方や最低賃金制度のあり方、労働条件の変更

や出向・派遣などに関する労働契約法制のあり方などにつ

いて、いずれも至近のなかで審議を進め結論を見出すため

の動きを強めています。こうした審議への対応は、単なる

法改正に止まる問題ではなく、今後の労働運動の推進に深

く関わる案件だけに、連合とも緊密に連携し的確に対処を

していかねばなりません。

●回復基調の金属産業、なお努力が必要

金属各産業の状況は、産業・企業ごとに業績格差が顕在化

しているものの、長期にわたる労使の懸命な努力によって、

財務体質も格段に強化されつつあり、収益力も産業全体と

しては相当程度までに回復しています。しかし、現在の回

復は中国経済やアメリカ経済など海外依存に支えられてい

る面があることから、今後も継続した事業構造課題解決の

追求と、国全体の産業競争力を維持・強化するための産業

基盤整備のための一層の努力が不可欠となっています。

また、自動車・電機産業を中心に多くの企業が全世界的に

事業を展開しており、現地雇用者数は約 230 万人にのぼっ

ています。しかし、一方で、それぞれの進出先においては様々

な労使関係上の課題が出てきており、進出先の地域や国に

おける労働法制・労働運動などの事情を把握するだけでな

く、進出先労組とも連携し労使関係の課題を解決するシス

テムを構築し、早期に対応できるよう一層の関係促進を図っ

ていく必要があります。

●ポスト小泉の行方と政権交代への動き

一方、小泉政権は戦後４番目の長期政権となっていますが、

首相としての任期満了を目前に控え、誰が後を引き継ぐか

の問題が焦点となっています。また、北朝鮮をめぐって政

治的な緊張が高まっており、外交的手腕が問われる状況と

なっています。これに対して民主党は、小沢新執行部の登

場のもと情勢の変化もでてきており、2007 年の参院選では

組織内候補者の必勝を期すと共に、二大政党体制確立と政

権交代に向けて、国民各層の一層の支持を集めることが必

要となっています。

●改革迫られる労働運動

このように労働運動を取り巻く環境は、経済的にはグロー

バル競争へ、社会的には超少子高齢化という大きな潮流の

なかで、その対応が喫緊の課題となっています。それは当然、

金属運動に対しても各運動面における具体的な改革の実践

を迫っています。金属労協はそうした観点から、前期２年

間において総合プロジェクト会議を設置し、運動展開のあ

り方を整理すると同時に、金属労働運動の役割の明確化と

合わせ、将来的な組織のあり様についても議論を行ってき

ました。本大会で確認された総合プロジェクト会議答申は、

各産別の意向を集大成し、そうした検討結論としてまとめ

たものです。わたしたちはこの考え方を踏まえ、新たな運

動を支えるための財政基盤の確立はもちろん、明確な運動

目的と役割に基づいた金属運動の具体的な推進に一層の努

力を傾注していかなければなりません。

1．取り巻く環境の基本的な認識

ⅠⅠ
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２．この２年間における重点運動課題の推進

2007 ～ 08 年度の２年間の組織強化の取り組みは、

総合プロジェクト会議答申に基づき、連合金属部門の

役割・機能を含めた金属労働運動の改革を実践し、環

境条件の変化に耐えうる運動基盤を確立することにあ

ります。またそれは同時にそうした運動を支える財政

基盤確立が不可欠であることを示しています。

金属労協はこの２年間で、効率的な財政執行に全力

を傾注すると共に、新たな運動を推進していく中に

あっても、取り組みの統廃合など運動の見直しを実施

すると共に、予算配分や執行実績、運用を含めたあら

ゆる財政見直しを実施し、財政確立を図っていきます。

また、地方連合内に設置された金属部門連絡会議を運

動母体に、地方レベルにおいても金属運動の確立をめ

ざしていきます。

（1）金属産業にふさわしい労働条件の確立

金属労協は総合プロジェクト会議答申の考え方を踏

まえ、産別毎「賃金・労働時間の実態データ」の提供

に基づき、大くくり職種別・組合規模別に賃金分布など

を整理し、ＪＣ共闘の機能強化に向け、条件整備の前進

を図ります。そして、それが将来、大くくり職種別賃金

や労働時間における社会モデルとなることを目指すとと

もに、労働市場において重要な目安として機能するよう、

逐次データの改善をしつつ早期の体制整備に努めていき

ます。

また同時に、2006 年闘争の評価と課題を踏まえ、連

合運動における金属部門の役割を担い、各産別の取り

組みを包みこんだ共闘として機能するよう、一層の体

制整備にむけた取り組みを推進します。

（2）民間・ものづくり・金属としての政策実現に向けた取り組み

金属労協の役割は、わたしたちのものづくり・金属

産業が今後も高付加価値を創造し続け、日本経済と働

く者の生活を支えていけるよう取り組みを進めること

にあります。

2007 ～ 08 年度においても、連合との役割分担を明

確に整理し、コンパクトで主張の趣旨がわかりやすい

政策・制度のまとめとしていきます。また、従来は毎

年行っていた政策・制度要求の見直しを、今後は２年

ごととする一方で、政策課題を解決するための実現力

の向上に努めていくこととします。

また、ＣＯＣ（中核的労働基準に関する企業行動規範）

の労使締結について、取り組みの再構築にむけた検討

を進めると共に、ＣＳＲ推進における労働組合の役割

に関する提言の具体化にむけて、取り組みを進めます。

（3）アジア重視の国際連帯活動の推進

今や日本金属産業の企業活動は、世界各地で事業を

展開しており、その中でもアジアが突出した状況と

なっています。

一方、こうした状況は、世界各地で様々な労使関係

上の課題を生み出すことになると認識されるだけに世

界的視野に立ったＪＣ国際連帯活動の展開が従来以上

に必要になります。

ＩＭＦ－ＪＣは、ＪＣ国際窓口機能の一層の強化を

めざすと共に、各産別との連携体制の一層の強化を図

り、金属としての一体的な体制構築にむけて前進を図

ります。その中でも、特にアジアについては、「アジア

金属労組連絡会議（仮称）」の構築にむけて具体的な前

進を図るべく、各国労組への働きかけを強めていくこ

ととします。

（4）組織強化に向けた取り組みと新たな運動を支える財政基盤の確立

「総合プロジェクト会議答申」を着実に実践し運動改革に結びつけつけることがこの２年間の課題であり、

責務であると認識します。

金属労協はこうした観点から、以下の重点課題を中心に、各産別のニーズに合致し、これからの社会の

求めに応えられる先駆的な金属運動の確立をめざし、運動の改革に全力を傾注していきます。
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具体的な運動の取り組み
ⅡⅡ

　「運動推進にあたっての基本的考え方と重点課題」を今期２年間の運動の柱として、以下の具体的な運動展開

を通して、その推進によって中長期的な取り組みの環境変化に対応しうる金属労働運動の実現をめざします。

　特に、今期は「総合プロジェクト会議答申」を踏まえて、金属労働運動全体の発展基盤の確立をめざして、具

体的な取り組みの整備・強化を図っていきます。

（１）第２次賃金・労働政策の実現に向けた運動の推進

2004 年９月に確認された「第２次賃金･労働政策」

では、「生活との調和と自己実現をめざす多様な働き方

の実現」をめざしています。そのために、日本社会に共

通する規範づくりを念頭に、企業労使の労働条件決定を

社会全体に波及させるシステムとして、春季生活闘争に

取り組むことを確認しました。

2007 年度は、この政策の下での３年目の取り組みに

なります。「大くくり職種別賃金水準の形成」、「ＪＣミ

ニマム運動」、「総合労働条件の改善」などの具体化によっ

て、仕事と生活の調和を図る金属産業にふさわしい労働

条件を確立することをめざします。

①大くくり職種別賃金水準の形成
個別銘柄別の賃金水準を重視した

「大くくり職種別賃金水準の形成」

によって他産業・他企業と比較した

賃金の位置づけを明らかにすること

によって、金属産業にふさわしい賃

金水準を実現することをめざして、

取り組みの具体化を図っていきま

す。さらに、取り組みの結果を、未

組織労働者を含めた社会全体に波及

させることをめざします。

具体的には、総合プロジェクト会

議答申に基づき、公的データによる

他産業との賃金比較を充実させると

ともに、大くくり職種別・規模別に

賃金実態を明らかにした比較指標を

示すことによって賃金の相対的位置

を明確化し、産別の要求策定に役立

てていくこととします。

②ＪＣミニマム運動の推進
ＪＣミニマム（35歳）については、

総合プロジェクト会議の答申に基づ

き、そのあり方について検討を深め

ます。

これまで金属労協は、企業内最低

賃金協定の締結を法定産業別最低賃

金の取り組みに連動させ、金属産業

労働者の賃金の下支えを図る取り組

みを推進してきました。企業内最低

賃金協定の締結拡大に取り組むとと

もに、労働政策審議会最低賃金部会

において、最低賃金制度のあり方が

検討されていますが、産業別最低賃

金制度の持つ公正な賃金決定の役

割・機能を継承し、実効性の高い制

度へと発展させるべく、全力で取り

組みます。

③総合労働条件の改善
「第２次賃金・労働政策」では、「生

活との調和と自己実現をめざす多様

な働き方の実現」を提起しています。

所得格差が拡大する一方で、労働時

間の長さも、特に中堅層の組合員に

おいて大きな課題となっており、過

労死やメンタルヘルスの要因になる

とともに、少子化の遠因になってい

るとも言われています。引き続き、

労働時間管理の強化に取り組むと同

時に、年間総実労働時間 1,800 時間

の実現や仕事と家庭の両立支援制度

の充実など、仕事と生活の調和が取

れた働き方を実現するための効果的

な方策について、具体的取り組みを

推進します。

また、こうした取り組みを支える

ため、労働時間についても実態把握

を進めます。

１．金属産業にふさわしい労働条件の確立

2006 年闘争中央総決起集会
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金属労協は、2002 年９月に「労使合意による社会的

合意形成」の運動を提起しました。この運動は、個別

企業の枠を超えた労使の協議と合意を基礎とした政策

決定によって、公正で安心・信頼できる社会を確立す

ることをめざすものです。社会の二極化など、国民の

将来不安が拡大しており、社会・経済の基礎である労

使の役割と責任が重みを増しています。社会的な広が

りを持つ労使関係を構築する観点から、日本経団連と

の定期懇談会や金属産業労使会議の充実・強化を図っ

ていくこととします。

ＪＣ共闘では、各年における春季生活闘争の具体的な

取り組みを協議し、産別間の意思疎通を図るとともに、

交渉段階において相乗効果を発揮できる体制づくりを推

進していきます。賃金の取り組みでは、各年次の取り組

みにおいて、物価上昇等、マクロ経済情勢や産業動向、

賃金実態等を分析した上で、金属産業にふさわしい賃金

水準の実現をめざし、「ベア」を含む要求のあり方を判

断することとします。

2006 年闘争では、幅広く共闘への参加を促し、多く

の中堅・中小労組を含めた賃金改善の獲得につなげるこ

とができました。さらに、中堅・中小労組を中心とした

格差改善の取り組みを推進するために、総合プロジェク

ト会議答申で提起している共闘イメージに基づく取り組

みを具体化すると同時に、同業種の中堅・中小労組に影

響力のある労組を新たに登録組合とし、社会的影響力を

与え得る共闘を構築について早急に検討を行います。

（２）春季生活闘争におけるＪＣ共闘体制の強化

社会・経済の基礎である労使の役割と責任が重みを増す

２．日本経団連との懇談や金属産業労使会議など労使会議の充実・強化

３．民間・ものづくり・金属としての政策実現に向けた取り組み

（１）政策・制度要求の実現に向けた活動

① 2006 年政策・制度要求実現
2006 年４月に策定した「金属労協 2006 年政策・制

度要求」の実現を図ります。具体的には、「民間産業、

ものづくり産業、金属産業」に働く者の立場から、

○わが国金属産業が引き続き世界市場をリードしてい

くための環境づくり

○実効性ある地球温暖化対策の推進

○超少子高齢化のなかで、国全体の生産性向上を図る

構造改革

に取り組んでいきます。

特に、重点要求項目である「ＷＴＯ・ＦＴＡ交渉促進」

「外国人労働者問題への対応」「地球温暖化対策」「国全

体の生産性の向上を図るための行財政改革」を中心に、

政府・政党に対する要請活動を展開します。

②２年間をサイクルとした政策・制度要求とりまとめ
毎年行っていた政策・制度要求の策定を今後は２年毎

とします。

政策実現力の向上のため、時々の重点課題の明確化と

深掘り、さらには実現に向けた諸活動に注力するととも

に、次回は 2008 年４月に政策・制度要求をとりまとめ

ます。

06
年
闘
争
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2006 年政策・制度中央討論集会（2006 年４月、横浜）
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親子ものづくり教室（2005 年８月、新潟）

（２）東アジア地域・各国の金属産業に関する産業実態や産業政策の調査・分析

「東アジア経済圏」形成への動きが活発化する中で、

金属労協は、東アジア各国の金属産業に関する産業実

態や産業政策などについて調査・分析を行い、労働組

合として今後取り組むべき課題を整理し、産業政策活

動に反映していきます。また、必要に応じて、国際委

員会とも連携し、当該国のＩＭＦ加盟組織との情報交

換・相互理解を進めていきます。

（３）「ものづくり教室」の充実と発展

将来のものづくり産業の基盤強化のためには、技術・技

能の継承・育成が不可欠であり、ものづくり人材の育成、

とりわけ戦略的なものづくり教育の構築が不可欠です。金

属労協は、政府内に府省横断的な「ものづくり人材育成

会議」を創設することを主張していますが、金属労協独自

の活動としても、「ものづくり教室」の実施を推進しており、

今後も、企連・単組や地域組織が実施する「ものづくり教室」

の開催の促進を図っていくとともに、その充実・発展に向

けて、ノウハウの共有化などの取り組みを進めます。

あわせて、ものづくり教育、ものづくり教室が円滑に

実施されるよう、地方ブロックおよび地方連合金属部門

連絡会による地域の実情を踏まえた取り組みを促進して

いきます。

（４）中核的労働基準に関する企業行動規範（ＣＯＣ）とＣＳＲの取り組み推進

企業行動規範（ＣＯＣ）の労使締結の取り組みにつ

いては、引き続き従来の方針に沿って、労使締結をめ

ざしていくことを基本としますが、労使締結の方式、

実効性の確保のあり方など、具体的な進め方について、

ＩＭＦアクション･プログラムの趣旨に則り、かつ経営

側との協議を前進させうる方向性について、産別、企連・

単組との意見交換・情報交換を一層密にし、模索して

いくこととします。

ＣＳＲ（企業の社会的責任）については、産別、企連・

単組において、金属労協の「ＣＳＲ（企業の社会的責任）

推進における労働組合の役割に関する提言」（改訂版）

の具体化が図られるよう、引き続き取り組みを強化し

ます。具体的には、「チェックリスト」を作成し、利用

の促進を図ります。

（５）新たなライフスタイルの確立をめざすサマータイム制度の導入に向けた取り組み

新たなライフスタイルの確立に寄与するサマータイ

ム制度の早期導入に向け、金属労協として、サマータ

イム法案の早期提出・成立へのサポート、関係府省へ

の働きかけ、各界各層への理解促進活動など、様々な

機会を捉え活動を引き続き展開していきます。

政策・制度要求のとりまとめを２年サイクルとするこ

とにあわせ、政策・制度中央討論集会は、政策・制度

要求とりまとめ年度のみに開催することとします。一

方、産業政策課題あるいは個別の政策・制度課題につ

いて理解を深めるため、毎年、政策シンポジウムを開

催します。また、個別テーマごとに随時開催している

政策研究会をより機動的に開催していきます。

金属労協として、「民間・ものづくり産業・金属産業」

に働く勤労者の観点に立って、連合を通じて、政策・

制度課題の解決に向けて取り組みます。また、政治顧

問幹事を中心に、情報交換、連携強化を行うことをは

じめとして、政治顧問との連携を強化していきます。

政策・制度要求のうち、地方が密接に関わる項目につい

ては、各地方の事情を踏まえつつ地方ブロックを通じて、

地方連合金属部門連絡会と連携を図り、活動を展開してい

きます。

③政策・制度実現に向けた諸活動の推進
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４．アジア重視の国際連帯活動の推進

（１）グローバル化に即応した取り組み

①ＩＭＦアクション・プログラムの
効果的実践への対応
ＩＭＦの「アクション・プログラ

ム 2005 ～ 09」の遂行のため、日

本としても様々な対応が必要となり

ますが、ＩＭＦ－ＪＣとして世界的

な連携のあり方など、より効果的な

運動展開について国際委員会を中心

に具体的な検討を更に進めます。

②欧州金属労組との定期協議を中心
とした対応
長年にわたるＩＧメタル・北欧産

業労連との定期協議は、今後は３年

ごとの開催に切り替えますが、その

間、必要に応じて専門協議を配置し

そうした際にＥＭＦ（欧州金属労連）

など他組織とも交流を実施し、欧州

金属労組からの、情報の把握・信頼

関係の維持・向上を図ります。

③「北米および欧州労働事情調査団」
の派遣について
日本の金属産業・各企業の海外事

業展開では、全世界的に展開される

など様変わりの状況にあり、より広

く調査団を派遣する必要が出てきて

います。こうした観点から調査団派

遣については、調査目的に応じて、

ニーズに沿って訪問先を選定してい

くことにします。

第 10 回アジア金属労組
連帯セミナー

（2006 年５月、ベトナム）

（２）アジアを最重点にした国際連帯活動の展開

90 年代の後半以降、中国を含むアジア地域への企業

進出が顕著であり、日本の金属産業の現地雇用者総数

230万人のうち、170万人弱（約 70％）がアジア地域

に集中しており、ＩＭＦ加盟組織のみならずアジア各国

労組との一層の連携体制の強化が必要となっており、ア

ジアを最重点に今後の国際連帯活動を展開していくこと

を確認しています。産別ならびに企業連・単組と一層の

連携を図り、以下の取り組みを推進していきます。

（３）ＪＣ国際窓口機能の強化にむけた国別・組織別データベースの整備等の対応

国毎の労働運動の課題や雇用・労働法制、労使関係上の問題点について、東南アジア労働調査団などの派遣を通

じて国別・組織別に把握し、ＪＣ国際窓口機能の強化を図ります。

日本の金属産業・企業は、グローバルな経営戦略を推

し進め、それぞれの国において多くの現地雇用を生み出

すなど、企業動向そのものが各国勤労者の雇用と生活に

大きな影響を及ぼす状況となっています。このような世

界各国への企業の事業展開を通して様々な課題も顕在化

してきています。

また一方で、グローバル化による世界経済の一体化は、

ＥＵなど地域的な連携や結束を強化する動きと同時並列

的に進行しています。アジアもまた域内の結束を強めよ

うとしており、経済的に台頭する中国を含め、世界的視

野に立った国際連帯活動の展開が不可欠となっています。

ＩＭＦ－ＪＣは、こうした観点からこの２年間の運動を

推進していきます。

（４）ＩＭＦメタルワールドなどのデジタル配信への切り替え

ＩＭＦメタルワールドなどの各種国際情報提供は、今後とも継続していく必要がありますが、本年９月以降、ホー

ムページ掲載やメール配信などデジタル配信に切り替え、産別・単組への一層の情報伝達の徹底を図っていきます。

（５）連合および他ＧＵＦとの連携の促進

金属労協は、連合やＧＵＦ（国際産業別労働組合組織）など国際労働組合組織とも必要に応じて連携が図れるよ

う、常日頃から情報交換を行い、協力関係の強化に努めていきます。

世界的視野に立ったＪＣ国際連帯活動の展開

①「アジア金属労組連絡会議（仮称）」結成にむけた取り組みの推進
②産別、企業連・単組との連携体制の強化
③韓国金属労組との定期協議の開催
④韓国金属労組からの研修生受け入れ
⑤中国金属工会との交流
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５．組織強化に向けた取り組みと新たな運動を支える財政基盤の確立
（１）金属部門連絡会活動充実に向けた取り組み強化

①金属部門における役割分担の
明確化と機能の充実
金属労協は、ここ数年来連合金属

部門を実質的に担う組織として、民

間・ものづくり・金属の視点から連

合の部門運営を強化する取り組み

を、中央・地方双方のレベルで展開

してきました。引き続き金属部門の

活動を支える活動を、連合本部、加

盟産別との連携を密にしながら、強

化していきます。

②連合本部と金属労協との連携強化
金属労協として、中央の金属部門

連絡会の事務局機能を高めつつ、連

合金属部門の活動充実に向けて取り

組んでいきます。

中央の金属部門連絡会で討議され

た内容については、地方連合金属部

門連絡会にも情報開示すると共に、

地方連合金属部門での活動展開に結

びつく地方・地場の政策提言につい

ても協議し、発信していきます。

③ＪＣ地方ブロックと金属部門の
活動充実
総合プロジェクト会議答申を踏まえ

て、ＪＣ地方ブロックを調整の場とし

ながら、当面の間、地方連合金属部門

の体制整備に向けて取り組みを継続し

ていきます。具体的には、各県におけ

る金属部門の連携・情報交換を密にす

るとともに各県の特色を生かした活動

充実に向けてＪＣ地方ブロックを通じ

てサポートしていきます。

第 39 回労働リーダーシップ上級コース
一日討論（2005 年 11 月）

（４）新たな運動を支える財政基盤の確立に向けた取り組み
より一層の効率的・効果的な財政配置に努め、活動

の効率化、会議・行事の効率的な開催運営や統制可能

経費の削減、効果的な資金運用、ＩＭＦ本部会費支払

いのためのより効率的な為替リスクヘッジの設定など、

中期的な財政基盤の確立に努めていきます。 

具体的には、総合プロジェクト答申を踏まえ、2007

年度において、2009 年度からの中期財政施策を検討し

ていきます。

（２）組織拡大と非典型雇用への対応

（３）教育・広報活動の充実

①次代を担う組合役員の育成とリーダーシップコース
の内容充実
労働リーダーシップコースが本年秋で 40周年を迎え

ます。40周年の節目となるイベントも含め、労働リー

ダーシップコースの改善を図っていきます。

総合プロジェクト会議答申を踏まえて、金属労協の教

育のあり方についての検討や、単組や産別との役割の整

理などを行っていきます。

②広報活動の充実
組織強化に向けて、より効率的・効果的な広報活動を

展開すべく、更なるホームページの充実・強化を図って

いきます。2007 ～ 08 年度においては、特に英語版ホー

ムページの充実や、ＪＣ地方ブロックや金属部門の取り

組み状況などタイムリーな情報提供を行っていきます。

また、機関紙・誌についても内容の充実を図っていきま

す。
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組織委員会の場において、各産別の組織拡大への取り組みのフォローを行うと共に、拡大する非典型雇用への対

応など、今後の組織拡大の課題についての対応について各産別の情報交換を行うと共にその対策について検討して

いきます。

金属部門連絡会の中央台での活動と地方連合金属部門台での活動について、連合本部と金属労協のそれぞれの役

割分担と機能を明確化し、活動の充実強化を図ります。


